
　

５
月
20
日
の
第
１
回
臨
時
会
で
は
、
町
か
ら
提
出
さ
れ
た
令

和
３
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
等
の
専
決
処
分
事
項
の
報
告
を

承
認
し
、
南
条
産
業
団
地
の
処
分
に
係
る
土
地
売
買
契
約
の
締

結
な
ど
の
議
案
に
つ
い
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
た
。

5
月
臨
時
会

◆
南
条
産
業
団
地
の
取
得
に

係
る
土
地
売
買
契
約

　

南
条
産
業
団
地
２
万
８
７

０
６
・
４
９
㎡
を
、
坂
城
町

土
地
開
発
公
社
か
ら
７
億
８

０
８
１
万
６
５
２
８
円
で
取

得
す
る
。

◆
南
条
産
業
団
地
の
処
分
に

係
る
土
地
売
買
契
約

　

区
画
①
を
㈱
ア
ル
プ
ス

ツ
ー
ル（
１
万
８
０
１
９
・

１
３
㎡
、４
億
９
０
１
２
万

３
３
６
円
）
に
売
却
し
、
区

画
②
を
㈱
青
木
固
研
究
所
に

（
１
万
６
８
７
・
３
６
㎡
、

２
億
９
０
６
９
万
６
１
９
２

円
）で
売
却
す
る
。

契
約
の
承
認

◆
３
年
度
一
般
会
計
補
正
予

算（
第
12
号
）は
、
地
方
消
費

税
交
付
金
や
特
別
交
付
税
の

確
定
、
ま
た
町
民
税
の
最
終

見
込
み
等
に
よ
り
、１
億
４

６
７
１
万
４
千
円
を
増
額

し
、
総
額
が
81
億
２
２
９
万

８
千
円
と
な
っ
た
。

◆
３
年
度
国
民
健
康
保
険
特

別
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
）

は
、
保
険
給
付
費
等
の
減
額

に
伴
い
、５
０
８
１
万
円
を

減
額
し
、
総
額
が
14
億
２
０

６
２
万
４
千
円
と
な
っ
た
。

◆
３
年
度
下
水
道
事
業
特
別

会
計
補
正
予
算（
第
５
号
）

は
、
流
域
下
水
道
事
業
費
等

の
減
額
に
伴
い
、３
０
０
万

円
を
減
額
し
、
総
額
が
８
億

３
９
７
７
万
４
千
円
と
な
っ

た
。

◆
３
年
度
介
護
保
険
特
別
会

計
補
正
予
算（
第
３
号
）は
、

保
険
給
付
費
等
の
減
額
に
伴

い
、４
１
８
４
万
５
千
円
を

減
額
し
、
総
額
が
13
億
９
５

６
４
万
８
千
円
と
な
っ
た
。

◆
３
年
度
後
期
高
齢
者
医
療

特
別
会
計
補
正
予
算（
第
３

号
）は
、
保
険
料
の
確
定
に
よ

り
、４
８
３
万
９
千
円
を
減

額
し
、
総
額
が
２
億
３
１
５

０
万
７
千
円
と
な
っ
た
。

一
般
会
計
補
正
予
算

特
別
会
計
補
正
予
算

条
例
改
正

専
決
処
分
を
承
認

　

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、

土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
の

負
担
調
整
措
置
の
激
変
緩
和

の
観
点
か
ら
、
令
和
４
年
度

に
限
り
、
商
業
地
等
に
係
る

課
税
標
準
額
の
上
昇
幅
を
評

価
額
の
２
・
５
％
と
す
る
。

◆
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
改
正

　

国
民
健
康
保
険
税
の
医
療

給
付
費
分
で
あ
る
基
礎
課
税

額
に
係
る
課
税
限
度
額
を
65

万
円
に
、
後
期
高
齢
者
支
援

金
等
課
税
限
度
額
を
20
万
円

に
引
き
上
げ
る
。

◆
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補

償
条
例
の
一
部
改
正

　

損
害
賠
償
を
受
け
る
権
利

に
係
る
担
保
制
限
の
例
外
と

し
て
、
日
本
政
策
金
融
公
庫

又
は
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公

庫
が
行
う
貸
付
の
み
担
保
提

供
を
可
能
と
し
て
い
た
が
、

こ
の
例
外
規
定
を
削
除
す
る
。

◆
職
員
の
育
児
休
業
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
改
正

　

こ
れ
ま
で
非
常
勤
職
員
が

育
児
休
業
又
は
部
分
休
業
を

取
得
す
る
要
件
と
し
て
、「
１

年
以
上
の
在
職
期
間
」を
規

定
し
て
い
た
が
こ
れ
を
廃
止

す
る
と
と
も
に
、
当
該
職
員

が
妊
娠
を
申
し
出
た
場
合
に

制
度
内
容
の
周
知
や
面
談
の

実
施
な
ど
、
育
児
休
業
を
取

得
し
や
す
く
す
る
た
め
の
環

境
整
備
等
に
つ
い
て
規
定
す

る
。

◆
税
条
例
等
の
一
部
改
正

　

個
人
町
民
税
に
つ
い
て
、

住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控

除
に
お
い
て
、
所
得
税
額
か

ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
額

を
、
所
得
税
の
課
税
総
所
得

金
額
等
の
５
％
、
最
高
９
万

７
５
０
０
円
の
控
除
限
度
額

の
範
囲
内
で
、
個
人
住
民
税

額
か
ら
控
除
す
る
。ま
た
、上

場
株
式
等
の
配
当
所
得
等
に

係
る
課
税
方
式
に
つ
い
て
、

所
得
税
と
一
致
す
る
よ
う
規

定
の
整
備
を
行
う
。

◆
下
水
道
管
路
移
設
工
事
請

負
契
約

　

坂
城
イ
ン
タ
ー
先
線
工
事

に
伴
い
、
下
水
道
管
路
の
移

設
を
行
う
。

　

契
約
金
額
は
６
６
０
０
万

円
で
請
負
者
は
㈱
笠
井
建
設
。
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